
馬天地区

泡瀬地区

佐敷東地区

西原与那原地区

新港地区

中城浜漁港

久高漁港

中城湾港港湾管理者
（沖縄県土木建築部港湾課）

中城湾港長期構想の策定について

津堅地区 アギ浜地区

安座真地区仲伊保地区

中城地区

小那覇地区

知念地区

泡瀬漁港

南原漁港

当添漁港 海野漁港

津堅漁港

熱田地区

久高島

津堅島

徳仁港
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資料３-４ （土木建築部）



中城湾港長期構想の策定に係る背景と目的

1. 中城湾港港湾計画は平成２年に改訂（目標年次

平成12年）し、その後も様々な要望等に対応するた

めの一部変更等を経て現在に至っている。

2. 当該計画に基づき、港湾の整備が着実に進展してい

る一方で、計画改訂から約30年経過する間に中城

湾港の取り巻く社会経済情勢は大きく変化し、各地

区で新たな拠点形成の構想が検討され始めている。

3. 中城湾港を取り巻く社会経済情勢の変化を踏まえ、

沖縄県全域の発展を加速させる「みなとづくり」を進め

ることを目的に、次期港湾計画改訂や新たな振興計

画を見据えた長期構想を策定する。

うるま市

南城市

与那原町

西原町

中城村

北中城村

沖縄市

24,000ha

7市町村

(3市2町2村)

中城湾港

中城湾港（西原町上空から知念半島を望む）中城湾港（新港地区）

2
2



長期構想と港湾計画の関係

現 中城湾港港湾計画 (改訂：平成２年8月、一部変更３回、軽易な変更11回)

中城湾港長期構想 概ね20年～30年先の視野に立った総合的な港湾空間のあり方について検討

次期 中城湾港港湾計画改訂 概ね10～15年先を目標年次とした港湾計画について検討

国際・国内情勢の変化 ⇒ 新たな課題・要請

＜長期構想とは＞

学識者、港湾利用者、行政機関、県民など様々な港湾関係者の意見・要請をもとに、概ね20年～30

年先の長期的視野に立った総合的な港湾空間のあり方を構想・ビジョンとしてまとめたもの。

＜港湾計画とは＞

港湾の開発、利用及び保全等の方針、港湾施設の規模及び配置等について計画としてまとめたもの。長

期構想を道行きとし、10年～15年後に目指す内容を新しい港湾計画にまとめる。

長期構想を道行きとし、10～15年後に目指す内容

※港湾計画とは、港湾の開発、利用及び保全を行うにあたっての指針となる基本的な計画であり、港湾法第３条の３に規

定されている法定計画である。

※計画の変更にあたっては、地方港湾審議会の審議後、国土交通省に提出。更に交通政策審議会の審議を経る必要。

3
3



検討スケジュール（予定）

年度 段階 スケジュール

R１
基礎
調査

R２
長期
構想

R３
港湾
計画
改訂

沖縄総合事務局、県関係課、７市町村の行政機関による検討会
・中城湾港を取り巻く状況、上位・関連計画
・中城湾港の現状、課題を踏まえた関係機関の意見を集約

議事内容
・国内外の社会情勢の変化
・沖縄県・中城湾港の現状及び課題
・長期構想の将来像と基本戦略(案)

港湾計画改訂案の検討

沖縄県地方港湾審議会に諮問

交通政策審議会港湾分科会

パブリックコメント

港湾計画改訂検討会

第１回長期構想検討委員会

令和２年９月

第２回長期構想検討委員会

令和３年１月

必要に応じて開催

第３回長期構想検討委員会

長期構想の策定、公表

議事内容
・長期構想の将来像と基本戦略
・基本戦略に基づく主要施策（案）
・空間利用計画（案）

意見交換

国土交通大臣へ計画提出 諮問・答申

計画概要の公示

国土交通省
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市街化調整区域における地区計画ガイドライン：https://www.pref.okinawa.lg.jp/site/doboku/toshimono/kikaku/tyouchiku.html  問い合わせ：沖縄県土木建築部 都市計画・モノレール課 企画班 
 

〇市街化調整区域における土地利用の規制緩和：市街化調整区域の地区計画に関する考え方 
 
 
 
 
 
 
 

〇市街化調整区域における地区計画ガイドラインの主な改定内容  
類 型 変更項目 （ 旧 ） 基 準 （ 新 ） 基 準 

 大規模型住居系 

 一体的土地利用型 

 集落保全型 

建築物の 

用途制限 
 住宅及び居住者のための利便施設 

第一種中高層住居専用地域及び第一種住居地域の範囲で道路構

造や周辺環境に配慮して適切に定める 

建ぺい率の最高限度 

容積率の最高限度 

建築物の高さの制限 

建ぺい率：50%以下の値で定める 

容 積 率：100%以下の値で定める 

高  さ：基本的に 10ｍ 

建ぺい率：（地区状況により 60%以下も可）を追加 

容 積 率：（地区状況により 200%以下も可）を追加 

高  さ：（地区状況により 12m も可）を追加 

 幹線道路誘導型 
建築物の 

用途制限 
 住宅を制限(住工混在を防止する) 

準工業地域の用途制限から都市計画マスタープランや地区状況

を踏まえ用途を限定。専用住宅及び 3,000 ㎡を超える店舗・ 

事務所は原則として制限する。 

 大規模型非住居系 

 幹線道路誘導型 

建築物の 

高さ制限 
 12ｍ以下で用途によって適切に定める 

20ｍ以下で周辺景観や地域特性、環境との調和に配慮し適切 

に定める 

 大規模型非住居系 壁面後退  6ｍ以上の値で用途によって適切に定める 1ｍ以上の値で用途によって適切に定める（他の類型と統一） 

 幹線道路誘導型 対象地区  幅員 16ｍ以上の国道及び県道に面する地区 

幅員 12ｍ以上の国道、県道及び主要な市町村道に面する地区

を原則とする。ただし、開発許可基準及び地区状況等を踏ま

え、9ｍ以上 12ｍ未満も可とする 

 非農用地活用型 類型追加 
 現行の集落保全型を、土地改良事業等で設定された非農用地でも活用できるよう新たな類型を追加。 

 各種制限等の基準は集落保全型と同じ 

その他、都市計画法の趣旨や都市計画運用指針の改定内容等を踏まえ以下の内容を明確にした 

・市町村都市マスタープラン等の上位計画との整合を図ること 

 （都市計画マスタープランにて具体的な地区の位置づけが明確でない場合は、市町村総合計画や、「那覇広域都市計画区域における区域区分検討協議会」で示された「保全すべき区域」と

「利活用すべき区域」を明確にした市町村の考え方との整合を確認する。） 

・市街化調整区域が市街化を抑制すべき区域であることに配慮した計画とすること 

 （区域区分制度の導入検討当初は市街化調整区域を、当面は市街化を抑制する「市街化調整区域」と、市街化を防ぐ「保存区域」という 2つに分ける案が提案されており、市街化調整区域の

中には、将来一定期間に市街化の可能性がある地域と、将来にわたり市街化させるべきではない地域という、性格の違う 2つの地域が存在すると認識されていた。） 

・市町村は県の基準を参考に、地域の実情を踏まえた独自の基準を策定することができること 

〇地区計画の運用を図りながら、市街化調整区域の趣旨を踏まえつつ必要に応じて開発許可基準等の見直しについても検討する。 

1. 沖縄県では、平成 19 年に「市街化調整区域における地区計画ガイドライン」を策定し、市街化調整区域における適正な土地利用が図られるよう地区計画の指定を促進してきたが、これまでの

実績は３件のみで十分な活用がなされていないことから、土地利用状況の変化に併せ緩和を求める声が多かった。 

2. このような状況から、全国的な活用事例や市町村意見を踏まえ、主要幹線道路の幅員基準や新たな類型として非農用地活用型を導入する等、「市街化調整区域における地区計画ガイドライン」

を見直し（令和２年３月）、市町村の地域の実情に応じた計画的なまちづくりを支援するとともに、将来的には全体的な計画に基づき市街化区域への編入も見据えた対応を検討する。 
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市街化調整区域における地区計画ガイドライン：https://www.pref.okinawa.lg.jp/site/doboku/toshimono/kikaku/tyouchiku.html  問い合わせ：沖縄県土木建築部 都市計画・モノレール課 企画班 
 

〇「市街化調整区域における土地利用計画研究会」の概要 

本研究会は、市街化調整区域を多く抱える市町村が地域の実情に応じた地区計画の策定や市街化区域の拡大等について、全体的な計画を踏まえた将

来展望の基に保全と開発のバランスを保ちながら、柔軟かつ迅速に取り組む際に生じる課題の共有や解決に向けた手法等について自由な討議や研究等

を行うことを目的とする。 

 

  （取組事項）  地区計画制度の活用に関すること  都市計画法第 34 条第 11 号及び第 12 号に係る開発に関すること  市街化調整区域から市街化区域への編入に関すること  その他、事務局が必要と認める都市計画に関すること 

 

  （事務局） 

     沖縄県 土木建築部 都市計画・モノレール課 

 

第１回研究会を令和２年 10 月９日に開催し、地区計画制度の活用や都市計画法第 34 条第 11 号及び第 12 号に係る開発に関すること、市街化調整

区域から市街化区域への編入に関すること等について情報交換や意見交換を行った。 

 

 

（会員） 

沖縄県（都市計画・モノレール課）、糸満市（都市計画課）、豊見城市（都市計画課）、西原町（都市整備課）、与那原町（まちづくり課）、 

南風原町（まちづくり振興課）、八重瀬町（都市整備課）、北中城村（建設課）、中城村（都市建設課） 

 

※議題内容に応じて関係部局や近隣市町村の参加も可能としていますので、関係する個別法令の所管課の出席・参加を依頼する場合が 

ありますので、ご協力を宜しくお願いします。（県庁関係部局関係課、那覇市、浦添市、宜野湾市など） 
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